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本⽇の発⾔

2

１ 厚⽣労働省の改組
２ 感染症法の改正
３ いわゆる⽇本版CDCの新設

今⽇のポイント

HPに詳細な資料を掲載しています



厚⽣労働⼤⾂

・平時から、感染症の特性の分析・把握、検査、予防接種、保健所の⽀援、
検疫等について⼀体的に実施するとともに、感染症危機対応の業務に関す
る厚労省内の調整を主導
・国⽴健康危機管理研究機構（令和７年度以降設置、いわゆる⽇本版CDC）
の監督を担い、平時からの経験やデータを蓄積

感染症対策部

内閣感染症危機管理統括庁

平時から調整
・感染症危機時には、感染症対策部を中核と
して応援職員を招集し、体制を迅速に構築。
※平時より、感染症危機時に備えたリストを作
成、対象人員に対する研修を実施。

内閣感染症危機管理対策官

１ 厚生労働省の改組：「感染症対策部」の概要

医務技監事務次官

医政局
医薬産業振興・医療情報審議官
健康・⽣活衛⽣局（本局）
医薬局 等

充て職

厚労省対策本部（感染症危機時）

国⽴健康危機管理研究機構監
督

科
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２ 感染症法の改正︓改正法(令和４年12⽉成⽴、法律第96号）の概要

３本の柱、９の項⽬

１．感染症発⽣・まん延時における保健・医療提供体制の整備等
【感染症法、地域保健法、健康保険法、医療法等】
（１）感染症対応の医療機関による確実な医療の提供
（２）⾃宅・宿泊療養者等への医療や⽀援の確保
（３）医療⼈材派遣等の調整の仕組みの整備
（４）保健所の体制機能や地域の関係者間の連携強化
（５）情報基盤の整備
（６）物資の確保
（７）費⽤負担

２．機動的なワクチン接種に関する体制の整備等【予防接種法等】

３．⽔際対策の実効性の確保【検疫法等】
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一体的
統合国立感染症研究所

研究所

病院（センター病院）

国府台病院

臨床研究センター

国際医療協力局

国立看護大学校

統括事務部

現 行

情報分析・危機対応部門
（感染症疫学センター、感染症危機管理研究センター等）

研究所部門
（ウイルス部、細菌部、ハンセン病研究センター等）

国立国際医療研究センター

エイズ治療・研究開発センター（ＡＣＣ）

総合調整機能（法人の人事、予算、医療DX・ﾃﾞｰﾀｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ等）

国立国際医療センター（病院）（仮称）

国府台病院・ＡＣＣ
臨床研究推進センター（仮称）

国際医療研究所（仮称）

国立健康危機管理研究機構

看護師育成の機能

感染症の情報分析、研究、検査、危機対応の機能

国内外の人材の育成・派遣、
国際治験ﾈｯﾄﾜｰｸ作り等国際医療協力の機能

病院の総合診療機能、臨床研究推進の機能

国際医療協力・人材センター（仮称）

国立感染症研究・対策センター（仮称）

国立看護大学校（仮称）

３ いわゆる日本版CDCの新設：「国立健康危機管理研究機構」について

厚生労働省感染症対策部

地方衛生
研究所等

基礎から臨床への
橋渡し・連携

魅力の３本柱
１国内外の感染
状況の収集

・評価機能の強
化

２研究開発を促
進する基盤

３臨床試験ネット
ワークの中核

能登地方を震源とする地震でも一体的に支援



厚⽣労働⼤⾂

○ 感染症対応能力を強化するため、内閣感染症危機管理統括庁の設置と同じく９月１日に、厚生労働省に、感染症対策部を設

置（厚生労働省組織令改正）。
※ 医務技監（内閣感染症危機管理対策官（充て職））の感染症対策の関係部局の統理のもと、感染症対策部長がその指揮・命令の下で感染症対策に関する
省内の調整を主導する。

※ 感染症対策部に、「企画・検疫課」、「感染症対策課」、「予防接種課」の３課を設置する。

（現行の結核感染症課は「感染症対策課」とするとともに、同課に「結核対策推進室」を新設する。）

○ 感染症対策部は、平時から、感染症の特性の分析・把握、検査、予防接種、保健所の支援、検疫等について一体的に実施す

るとともに、感染症危機対応の業務に関する厚労省内の調整を主導。

○ 感染症危機時においては、感染症対策部を中核として応援職員を招集し、体制を迅速に構築。また、平時からの経験やデータ

の蓄積に基づく有効な感染症対応を組織的な指示系統のもと実施。

・平時から、感染症の特性の分析・把握、検査、予防接種、保健所の⽀援、検疫等について⼀体的に実施するとともに、感染症危機対応
の業務に関する厚労省内の調整を主導
・国⽴健康危機管理研究機構（令和７年度以降設置）の監督を担い、平時からの経験やデータを蓄積。

感染症対策部

感染症対策部のイメージ 内閣感染症危機管理統括庁

調整

・感染症危機時には、感染症対策部を中核と
して応援職員を招集し、体制を迅速に構築。
※平時より、感染症危機時に備えたリストを作成、

対象人員に対する研修を実施。

内閣感染症危機管理対策官

「感染症対策部」の概要

医務技監事務次官

医政局：医療病床・医療⼈材の確保
医薬産業振興・医療情報審議官：治療薬等の開発、物資の確保
健康・⽣活衛⽣局（本局）：保健所の体制構築（保健所応援体制の整備等）
医薬局：医薬品の承認審査 等

充て職

厚労省対策本部（感染症危機時）

国⽴健康危機管理研究機構（令和７年度以降設置）
・感染症に関する科学的知⾒の獲得・提供

監
督

科
学
的
知
⾒
の
提
供

科
学
的
知
⾒
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供
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※以降、詳細な資料



感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の⼀部を改正する法律(令和４年法律第96号）の概要

改正の趣旨

施⾏期⽇
令和６年４⽉１⽇（ただし、１の⑷及び２の①の⼀部は公布⽇、１の⑷及び⑸の⼀部は令和５年４⽉１⽇、１の⑵の①の⼀部及び３は公布⽇から10⽇を経過した⽇等）

改正の概要
１．感染症発⽣・まん延時における保健・医療提供体制の整備等【感染症法、地域保健法、健康保険法、医療法等】
（１）感染症対応の医療機関による確実な医療の提供
① 都道府県が定める予防計画等に沿って、都道府県等と医療機関等の間で、病床、発熱外来、⾃宅療養者等（⾼齢者施設等の⼊所者を含む）への医療の確保
等に関する協定を締結する仕組みを法定化する。加えて、公⽴・公的医療機関等、特定機能病院、地域医療⽀援病院に感染症発⽣・まん延時に担うべき医療
提供を義務付ける。あわせて、保険医療機関等は感染症医療の実施に協⼒するものとする。また、都道府県等は医療関係団体に協⼒要請できることとする。

② 初動対応等を⾏う協定締結医療機関について流⾏前と同⽔準の医療の確保を可能とする措置(流⾏初期医療確保措置)を導⼊する(その費⽤については、公費
とともに、保険としても負担)。また、協定履⾏状況の公表や、協定に沿った対応をしない医療機関等への指⽰・公表等を⾏うことができることとする。

（２）⾃宅・宿泊療養者等への医療や⽀援の確保
① ⾃宅療養者等への健康観察の医療機関等への委託を法定化する。健康観察や⾷事の提供等の⽣活⽀援について、都道府県が市町村に協⼒を求めることとし、
都道府県と市町村間の情報共有を進めることとする。さらに、宿泊施設の確保のための協定を締結することとする。

② 外来・在宅医療について、患者の⾃⼰負担分を公費が負担する仕組み（公費負担医療）を創設する。
（３）医療⼈材派遣等の調整の仕組みの整備
○ 医療⼈材について、国による広域派遣の仕組みやDMAT等の養成・登録の仕組み等を整備する。

（４）保健所の体制機能や地域の関係者間の連携強化
○ 都道府県と保健所設置市・特別区その他関係者で構成する連携協議会を創設するとともに、緊急時の⼊院勧告措置について都道府県知事の指⽰権限を創設
する。保健所業務を⽀援する保健師等の専⾨家（IHEAT）や専⾨的な調査研究、試験検査等のための体制（地⽅衛⽣研究所等）の整備等を法定化する。

（５）情報基盤の整備
○ 医療機関の発⽣届等の電磁的⽅法による⼊⼒を努⼒義務化(⼀部医療機関は義務化)し、レセプト情報等との連結分析・第三者提供の仕組みを整備する。

（６）物資の確保
○ 医薬品、医療機器、個⼈防護具等の確保のため、緊急時に国から事業者へ⽣産要請・指⽰、必要な⽀援等を⾏う枠組みを整備する。

（７）費⽤負担
○ 医療機関等との協定実施のために都道府県等が⽀弁する費⽤は国がその3/4を補助する等、新たに創設する事務に関し都道府県等で⽣じる費⽤は国が法律
に基づきその⼀定割合を適切に負担することとする。

２．機動的なワクチン接種に関する体制の整備等【予防接種法、特措法等】
① 国から都道府県・市町村に指⽰する新たな臨時接種類型や損失補償契約を締結できる枠組み、個⼈番号カードで接種対象者を確認する仕組み等を導⼊する。
➁ 感染症発⽣・まん延時に厚⽣労働⼤⾂及び都道府県知事の要請により医師・看護師等以外の⼀部の者が検体採取やワクチン接種を⾏う枠組みを整備する。

３．⽔際対策の実効性の確保【検疫法等】
○ 検疫所⻑が、⼊国者に対し、居宅等での待機を指⽰し、待機状況について報告を求める(罰則付き)ことができることとする。 等

このほか、医療法の平成30年改正の際に⼿当する必要があった同法第６条の５第４項の規定等について所要の規定の整備を⾏う。

新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、国⺠の⽣命及び健康に重⼤な影響を与えるおそれがある感染症の発⽣及びまん延に備
えるため、国⼜は都道府県及び関係機関の連携協⼒による病床、外来医療及び医療⼈材並びに感染症対策物資の確保の強化、保健所や検査等の体制の強化、情報
基盤の整備、機動的なワクチン接種の実施、⽔際対策の実効性の確保等の措置を講ずる。
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● 内閣感染症危機管理統括庁・厚労省感染症対策部に科学的知見を提供する「新たな専門家組織」として、国立感染症研究

所と国立国際医療研究センターを一体的に統合し、感染症等の情報分析・研究・危機対応、人材育成、国際協力、医療提供等

を一体的・包括的に行う組織を創設する。

● 機構は、感染症法等に基づき、地方衛生研究所等とも密接に連携して、全国のサーベイランス情報の集約・分析等を行うと

ともに、政府対策本部に参加し意見を述べる。

一体的
統合

各
部
門
の
組
織
・
名
称
等
具
体
的
内
容
に
つ
い
て
は
、
創
設
ま
で
に
決
定

国立感染症研究所

研究所

病院（センター病院）

国府台病院

臨床研究センター

国際医療協力局
国立看護大学校

統括事務部

現 行

情報分析・危機対応部門
（感染症疫学センター、感染症危機管理研究センター等）

研究所部門
（ウイルス部、細菌部、ハンセン病研究センター等）

国立国際医療研究センター

エイズ治療・研究開発センター（ＡＣＣ）

総合調整機能（法人の人事、予算、医療DX・ﾃﾞｰﾀｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ等）

国立国際医療センター（病院）（仮称）

国府台病院・ＡＣＣ
臨床研究推進センター（仮称）

国際医療研究所（仮称）

国立健康危機管理研究機構

看護師育成の機能

感染症の情報分析、研究、検査、危機対応の機能

国内外の人材の育成・派遣、
国際治験ﾈｯﾄﾜｰｸ作り等国際医療協力の機能

病院の総合診療機能、臨床研究推進の機能

国際医療協力・人材センター（仮称）

国立感染症研究・対策センター（仮称） ※感染症関係部門を統合

国立看護大学校（仮称）

「国立健康危機管理研究機構」について

内閣感染症危機管理統括庁

厚生労働省感染症対策部

【機能統合後の姿】

地方衛生
研究所等

科学的知見の収集分析・作成の求め
政策ニーズに沿った科学的知見を提供

密接な連携

政府

基礎から臨床へ
の橋渡し・連携



T-VISION（概要）

 研究開発を促進する基盤
（Excellence of R&D）

 国内外の感染状況の収集
・評価機能の強化
（Center of Intelligence）

魅力三本柱（メイン機能）

 臨床試験ネットワークの中核
（Chief of Clinical Trial 
Network）

《新機構に求められる機能》 《国立健康危機管理研究機構を機能させるための組織体系の強化》

○感染症危機管理のガバナンスを発揮する統括部門の創設

組織全体の戦略企画・総合調整、医療情報管理等を円滑に実施

 組織広報、政府・事業部門とのコミュニケーション

 人材育成、国内治験NW体制構築・国際共同臨床研究等推進・ARO機能

 新機構内の医療DX・データガバナンスの管理

○感染症対応機能が強化された研究・臨床事業部門の創設

統括部門の支援の下で、感染症対応機能を強化

 大学・民間企業と連携した幅広い人材確保策の実装（クロスアポイントの活用など）

 国と地方との人事交流等による地方衛生研究所等の機能強化

 臨床部門の感染症対応機能（とりわけ救急医療機能）の強化

 感染症対応医療機関等との連携（感染症対応における全国の地域医療提供体制の中心に）

 国内外の臨床情報の収集・解析機能の強化、臨床治験機能の強化・重点化

新機構内部のサージキャパシティ確保及び都道府県等との連携によるサージキャパシティ強化

（１）感染症対策を中心に据えた組織体系の具体化

（２）統括部門・事業部門におけるサージキャパシティの確保

「これまでにない、世界の感染症対応の推進役となる、国内の感染症総合サイエンスセンター」に向けて

○ 今後、厚生労働大臣直轄の「国立健康危機管理研究機構準備委員会」を新設し、「T-VISION」に基づき、平時・有事を問わない指揮命令

系統の一貫性、外部組織とのネットワークを構築するための具体的方策等について検討を進める

○ R7年度以降の新機構創設に向け、十分な予算を確保

○ NCGM・感染研において、①国内外における新機構の魅力を高める機能（魅力三本柱）の確立・充実、②医療DXの推進 について、実務

者会議（NN会議）等で議論。また、我が国の感染症対応機能が強化されることについて、国民的理解の醸成等に取り組む

《施行に向けた更なる取組》

全ての基盤となる医療DXの推進

実務者会議（NN会議）等で議論


